伊予市本庁舎改築工事設計業務プロポーザル
提出様式集
平成２４年７月
伊予市総務部庁舎建設課
様式第１号
参加表明書
伊予市本庁舎改築工事設計業務委託に係るプロポーザルに参加を表明します。
平成　　年　　月　　日
　伊予市長　中　村　　佑　　様
（提出者）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者）担当部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※１　設計JVの場合は、協定者全てを記載し、参加表明すること。
※２　設計JVで参加する場合は、協定書の写しを添付すること。
様式第２号
提出書
伊予市本庁舎改築工事設計業務委託に係るプロポーザルについて、技術提案書を提出します。
平成　　年　　月　　日
伊予市長　中　村　　佑　　様
（提出者）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者）担当部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第３号
企業概要書
	　記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
  なお、本プロポーザル期間中において、納税状況を調査することに同意します。

	
	
	平成　　年　　月　　日
	
	
	
	
	
	
	

	
	１ （申請者）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	本社（店）
住所
	〒

	
	
	　

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	　

	
	商号又は名称
	　

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	　

	
	代表者 職 
氏名
	(職)
	(氏名)
	（実印）

	
	電話番号
	　
	ＦＡＸ番号
	　

	
	私は、次の者をもって代理人と定め、本プロポーザル期間内において、以下の権限を委任します。

	
	
	・入札及び見積りに関すること。
	
	
	
	
	
	

	
	
	・契約の締結に関すること。
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	・契約代金の請求及び受領に関すること。
	
	
	
	

	
	
	・入札保証金及び契約保証金の納付、還付請求、受領に関すること。

	
	
	・上記に伴う復代理人の選任及び解任に関すること。
	
	

	２ （受任者）
	※申請者以外が上記の行為を行う場合のみ記入
	
	

	所在地
	〒

	
	　

	ﾌﾘｶﾞﾅ
	　

	商号又は名称
	　

	ﾌﾘｶﾞﾅ
	　

	職 氏名
	(職)
	(氏名)
	（印）

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	３ 消費税及び地方消費税の課税又は免税業者届

	　本プロポーザル期間における、消費税及び地方消費税の課税については（消費税法第9条第1項及び地方税法第72条の78第1項の規定により消費税及び地方消費税を納める義務）、以下のとおりとなる予定です。（該当に○を付すること。）

	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　

	・課税業者　　　　　　　　　　　　　　・非課税業者

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	４ 地方自治法第92条の2に該当する役職員

	役職名等
	氏　名
	就任年月日

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	５ 届出印（入札、見積、契約行為に使用する印鑑及び実印）

	使用印
	実印

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	６ 営業の沿革

	年号　年　月
	沿　革
	資本金（千円）

	　
	創業
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	営業年数
	創業から平成24年7月まで満　　　　　年

	７ 過去2年間の主な業務経歴

	発注者
	業務名
	場所
	請負金額
（千円）
	業務期間
（着工～完成）

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	８ 有資格者名簿

	氏名
	法令による免許等
	年齢
	経験
年数
	実務経歴

	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


※１：実施要領｢第８項第１号イ｣に記載する書類を添付すること。
※２：特に定めのある場合を除いて、平成24年7月1日時点で記入すること。
※３：設計JVの場合は適宜複写し、使用すること。
※４：金額欄は、全て千円単位で記入すること。
※５：年号の明治はＭ・大正はＴ・昭和はＳ・平成はＨを用いて記入すること。
※６：１、２欄の住所は登記簿謄本等に記載された正式な表示を記入すること。職名は契約書に記載する名称を記入すること。
※７：４欄について、地方自治法第92条の2で規定されている役員等に該当する場合は氏名等を記入すること。
※８：５欄の使用印欄は入札及び契約の際に使用する印鑑を押印し、実印欄は登録（法務局）している印鑑を押印すること。※実印を使用印とする場合は、両方の欄に実印を押印すること。
※９：６欄は創業・最初に受けた許可（登録）・組織変更・企業合併・事業継承等について詳しく記入すること。
※10：７欄は直前2年間の主な業務経歴について記入すること。
※11：８欄は申請する業種に必要な資格について、常時雇用している従業員の氏名等を記入すること。
※12：それぞれの記入箇所に余白がなくなった場合は、適宜、用紙を追加すること。（営業の沿革、業務実績、有資格者名簿については必要事項が記載されていれば、「別紙」として自社様式での提出も可とする。）
※13：本プロポーザル期間中に内容の変更が生じた場合は、直ちに届け出ること。
※14：企業概要のパンフレット等がある場合は添付すること。
様式第４号
業務実績書
　庁舎設計実績を記載
	
	１
	２
	３

	業務名
	
	
	

	契約金額
	
	
	

	履行期間
	年　　月　　日
～
年　　月　　日
	年　　月　　日
～
年　　月　　日
	年　　月　　日
～
年　　月　　日

	発注機関名
	
	
	

	業務の概要
・建築面積
・延床面積
・構造
（免震、制振等なら特記すること。）
・階数
・用途など
	
	
	

	特記事項
（業務実施における特長的な事項、賞の受賞など）
	
	
	


※１：記載件数は、３件以内とし、実施要領｢第８項第１号オ」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※２：実績は元請として契約し、既に完了した業務とする。
※３：契約及び業務完了を証する書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：業務実績が、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞を受賞している場合は、特記事項欄に受賞歴（賞の名称、受賞年月等）を記載し、証明書類（賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなど）を添付すること（正本にのみ添付）。
様式第５号
業務実施体制
	役割
	氏名・所属・役職等
	実務経験年数・資格
	特記事項

	管理技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	建築（総合）
主任担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	建築（構造）
主任担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	電気設備
主任担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	機械設備
主任担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	（　　　　　　）
主任担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	

	（　　　　　　）
主任以外の
担当技術者
	（氏名）
（生年月日）
　　年　月　日（　　歳）
（所属・役職）
	（経験年数）
年
（保有資格）
・
	


※１：実施要領｢第８項第１号カ」の記載事項に注意の上、配置を予定している技術者について記載すること。
※２：免震や制振構造の実績がある場合は特記事項に例えば「免震経験あり」と記載すること。
※３：資格については、各技術者調書に記載した資格を記入すること。
※４：経験年数は、各技術者調書に記載した経過年数を記入すること。
※５：追加の主任担当技術者又は主任以外の担当技術者が複数いる場合は、記載欄を追加、又は適宜複写し使用すること。
※６：本様式は正本にのみ付するものとする。
※７：ＪＶの場合は特記事項にＪＶと記載し、所属する会社名を記載すること（ただし、正本にのみ記載）。
様式第６号
管理技術者調書
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　　月　　日（　　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　平成24年7月1日現在、下記資格の取得からの経過年数（　　　年）
　・（一級建築士）（登録番号：　　　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	【５ 主な業務実績（平成１４年度以降の同種又は類似業務の完了実績を３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	（代表実績）
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載（特に免震、制振等なら特記すること。）
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【７ 平成１４年度以降の受賞歴（ただし、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞に限る。）】（賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設の用途及び規模・構造などを記載）


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号キ」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：過去に受賞歴がある場合は、賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなどを添付すること（正本にのみ添付）。
※５：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第７号
建築（総合）　担当技術者調書（主任担当技術者）
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　平成24年7月1日現在、下記資格の取得からの経過年数（　　　年）
　・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
※保有する資格のうち、資格基準表の当該分野で最も評価の高い資格を一つ記載する。

	【５ 主な業務実績（平成１４年度以降の同種又は類似業務の完了実績を３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載（特に免震、制振等なら特記すること。）
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【７ 平成１４年度以降の受賞歴（ただし、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞に限る。）】
（賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設の用途及び規模・構造などを記載）


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：過去に受賞歴がある場合は、賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなどを添付すること（正本にのみ添付）。
※５：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
様式第８号
建築（構造）　担当技術者調書（主任担当技術者）
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　平成24年7月1日現在、下記資格の取得からの経過年数（　　　年）
　・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
※保有する資格のうち、資格基準表の当該分野で最も評価の高い資格を一つ記載する。

	【５ 主な業務実績（平成１４年度以降の同種又は類似業務の完了実績を３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載（特に免震、制振等なら特記すること。）
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【７ 平成１４年度以降の受賞歴（ただし、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞に限る。）】
（賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設の用途及び規模・構造などを記載）


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：過去に受賞歴がある場合は、賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなどを添付すること（正本にのみ添付）。
※５：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第９号
電気設備　担当技術者調書（主任担当技術者）
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　平成24年7月1日現在、下記資格の取得からの経過年数（　　　年）
　・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
※保有する資格のうち、資格基準表の当該分野で最も評価の高い資格を一つ記載する。

	【５ 主な業務実績（平成１４年度以降の同種又は類似業務の完了実績を３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【７ 平成１４年度以降の受賞歴（ただし、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞に限る。）】
（賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設の用途及び規模・構造などを記載）


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領｢第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：過去に受賞歴がある場合は、賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなどを添付すること（正本にのみ添付）。
※５：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第10号
機械設備　担当技術者調書（主任担当技術者）
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　平成24年7月1日現在、下記資格の取得からの経過年数（　　　年）
　・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
※保有する資格のうち、資格基準表の当該分野で最も評価の高い資格を一つ記載する。

	【５ 主な業務実績（平成１４年度以降の同種又は類似業務の完了実績を３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【７ 平成１４年度以降の受賞歴（ただし、建築関係建設コンサルタント業務に係る賞に限る。）】
（賞の名称、受賞年月、対象施設の名称、施設の用途及び規模・構造などを記載）


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：過去に受賞歴がある場合は、賞状のコピー、掲載された雑誌の写しなどを添付すること（正本にのみ添付）。
※５：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第11号
（分担業務分野：　　　　）担当技術者調書（主任担当技術者）
	新たに追加する分担業務分野

	新たに追加する分担業務分野の具体的な業務内容

	

	分担業務分野を追加する理由

	

	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】　・（　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	【５ 主な業務実績（３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第12号
（分担業務分野：　　　　　）担当技術者調書（主任以外の技術者）
	【１ 氏名】
	【２ 生年月日】　　　　年　月　日（　　　歳）

	【３ 所属・役職】（企業名は記載しないこと。）

	【４ 保有資格等】
　・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
・（　　　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	【５ 主な業務実績（３件まで記載）】

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	・同種
・類似
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
　（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	・同種
・類似
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	【６ 手持ち業務の状況（平成24年7月1日現在のものについて記載）】　（合計　　　　件）

	業務名
	発注者名
	業務概要
	履行期間

	
	
	建築面積、延床面積、構造、階数、用途等を記載
（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日

	
	
	（　　　　　　として従事）
	年　月　日
～
年　月　日


※１：手持ち業務については、契約金額500万円以上の設計業務を全て記載すること。未契約業務についても記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記すること。
※２：業務実績については、３件以内とし、実施要領「第８項第１号ク」の記載事項に注意の上、代表実績から順に記入すること。
※３：契約、業務完了を証する書類及び担当技術者の携わった立場の分かる書類（複合施設の場合は、当該用途に係る面積が分かる図面及び面積表も添付）の写しを添付すること（正本にのみ添付）。
※４：保有資格を証する書類の写しを添付すること（正本にのみ添付）。

様式第13号
質問書
伊予市本庁舎改築工事設計業務委託に係るプロポーザルについて、次の事項を質問します。
	質問事項
	質問内容

	
	

	

	企業名
	

	代表者氏名
	

	担当部署・
担当者氏名
	

	連絡先
（電話番号）
	

	E-mail
	


※記載欄が不足する場合は、複写して作成すること。
